
 森林災害等復旧造林事業補助金交付規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成22年３月31日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第26号 

   森林災害等復旧造林事業補助金交付規則の一部を改正する規則 

 森林災害等復旧造林事業補助金交付規則（昭和56年岩手県規則第86号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（定義） （定義） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ この規則において「補助事業者」とは、補助事業を行う者

で、森林災害復旧造林事業にあっては市町村（財産区及び一

部事務組合を含む。以下同じ。）、森林組合、生産森林組合、

岩手県森林組合連合会、岩手県林業公社及び森林法施行令（

昭和26年政令第276号）第11条第８号に規定する団体（以下「

任意団体」という。）で別に定めるものをいい、県単雪害等復

旧造林事業にあっては森林法（昭和26年法律第249号）第２条

第２項に規定する森林所有者（国、県、独立行政法人緑資源

機構、岩手県林業公社並びに経営する森林面積が500ヘクター

ルを超える会社及び個人を除く。）及び任意団体をいう。 

５ この規則において「補助事業者」とは、補助事業を行う者

で、森林災害復旧造林事業にあっては市町村（財産区及び一

部事務組合を含む。以下同じ。）、森林組合、生産森林組合、

岩手県森林組合連合会及び森林法施行令（昭和26年政令第276

号）第11条第８号に規定する団体（以下「任意団体」という

。）で別に定めるものをいい、県単雪害等復旧造林事業にあっ

ては森林法（昭和26年法律第249号）第２条第２項に規定する

森林所有者（国、県、独立行政法人森林総合研究所並びに経

営する森林面積が500ヘクタールを超える会社及び個人を除

く。）及び任意団体をいう。 

（補助金の交付の申請） 

第４条 補助金の交付の申請をしようとする者は、森林災害等

復旧造林事業が完了した後、別表に掲げる森林災害等復旧造

林事業補助金交付申請書に同表に掲げる添付書類を添えて、

別に定める提出期限までに知事（森林災害復旧造林事業にあ

っては、所管する広域振興局長又は地方振興局長。以下「知

事等」という。）に提出しなければならない。 

（補助金の交付の申請） 

第４条 補助金の交付の申請をしようとする者は、森林災害等

復旧造林事業が完了した後、別表に掲げる森林災害等復旧造

林事業補助金交付申請書に同表に掲げる添付書類を添えて、

別に定める提出期限までに所管する広域振興局長（以下「局

長」という。）に提出しなければならない。 

（補助金の交付の決定） （補助金の交付の決定） 

第５条 知事等は、前条の申請書を受理した場合において、当

該書類を審査し、必要に応じ現地調査を行い、補助金を交付

することが適当と認めたときは、補助金の交付の決定をする

ものとする。 

第５条 局長は、前条の申請書を受理した場合において、当該

書類を審査し、必要に応じ現地調査を行い、補助金を交付す

ることが適当と認めたときは、補助金の交付の決定をするも

のとする。 

２ 知事等は、前項の決定をしたときは、その旨を補助事業者

に通知するものとする。 

２ 局長は、前項の決定をしたときは、その旨を補助事業者に

通知するものとする。 

（補助金の交付の条件） （補助金の交付の条件） 

第６条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定に付する条件

とする。 

第６条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定に付する条件

とする。 

(１)・(２) [略] (１)・(２) [略] 

(３) 補助事業の施行地を当該補助事業の完了年度の翌年度

から起算して５年以内に森林以外の用途へ転用する場合（

補助事業の施行地を売り渡し、若しくは譲渡し、又は賃借

(３) 補助事業の施行地を当該補助事業の完了年度の翌年度

から起算して５年以内に森林以外の用途へ転用する場合（

補助事業の施行地を売り渡し、若しくは譲渡し、又は賃借



権、地上権等の設定をさせた後、当該事業の施行地が森林

以外の用途へ転用される場合を含む。）は、あらかじめ知事

等にその旨を届け出るとともに、当該転用に係る森林につ

き交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

権、地上権等の設定をさせた後、当該事業の施行地が森林

以外の用途へ転用される場合を含む。）は、あらかじめ局長

にその旨を届け出るとともに、当該転用に係る森林につき

交付を受けた補助金相当額を返還すること。 

２ 知事等は、補助事業者が補助金の交付の申請、請求及び受

領を代理人に委任して行う場合は、代理人に森林災害等復旧

造林事業補助金調書（様式第５号）を作成させ、関係書類と

ともに整理保管させるべき旨の条件を付するものとする。 

２ 局長は、補助事業者が補助金の交付の申請、請求及び受領

を代理人に委任して行う場合は、代理人に森林災害等復旧造

林事業補助金調書（様式第５号）を作成させ、関係書類とと

もに整理保管させるべき旨の条件を付するものとする。 

３ 前２項に規定するもののほか、知事等は、補助金の交付の

目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付す

ることがある。 

３ 前２項に規定するもののほか、局長は、補助金の交付の目

的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付する

ことがある。 

（補助金の交付） （補助金の交付） 

第７条 補助金の交付の決定の通知を受けた補助事業者は、補

助金の交付を請求しようとする場合は、別表に掲げる森林災

害等復旧造林事業補助金請求書を、別に定める提出期限まで

に知事等に提出しなければならない。 

第７条 補助金の交付の決定の通知を受けた補助事業者は、補

助金の交付を請求しようとする場合は、別表に掲げる森林災

害等復旧造林事業補助金請求書を、別に定める提出期限まで

に所管する局長に提出しなければならない。 

２ 知事等は、前項の書類を受理した場合において、交付の決

定の内容と適合すると認めたときは、速やかに補助金を交付

するものとする。 

２ 局長は、前項の書類を受理した場合において、交付の決定

の内容と適合すると認めたときは、速やかに補助金を交付す

るものとする。 

（決定の取消し） （決定の取消し） 

第８条 知事等は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当す

る場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

第８条 局長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する

場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。 

(１)・(２) ［略］ (１)・(２) ［略］ 

２ 知事等は、前項の規定に基づく取消しをしたときは、その

旨を補助事業者に通知するものとする。 

２ 局長は、前項の規定に基づく取消しをしたときは、その旨

を補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） （補助金の返還） 

第９条 補助事業者は、前条第１項の規定に基づき補助金の交

付の決定を取り消された場合において、取消しに係る部分に

関し、既に補助金が交付されているときは、知事等の命ずる

ところにより補助金を返還しなければならない。 

第９条 補助事業者は、前条第１項の規定に基づき補助金の交

付の決定を取り消された場合において、取消しに係る部分に

関し、既に補助金が交付されているときは、局長の命ずると

ころにより補助金を返還しなければならない。 

（準用規定） （準用規定） 

第10条 岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号）

第16条の２から第19条までの規定は、この規則に基づく補助

金について準用する。この場合において、これらの規定中「

知事」とあるのは、「知事等」と読み替えるものとする。 

第10条 岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号）

第16条の２から第19条までの規定は、この規則に基づく補助

金について準用する。この場合において、これらの規定中「

知事」とあるのは、「局長」と読み替えるものとする。 

別表（第４条、第７条関係） 別表（第４条、第７条関係） 

 提出書類及び添付書類 様 式 提出部数  提出書類及び添付書類 様 式 提出部数 

 森林災害等復旧造林事業補助金

交付申請書 

［略］ ３部（森林災

害復旧造林事

 森林災害等復旧造林事業補助金

交付申請書 

［略］ １部 

 １～６ [略]  業にあっては  １～６ [略]   



  、２部） ７ 作業路の開設に係る出来高

設計書（補助事業者が作業路

の開設を請け負わせて実施し

た場合に限る。） 

 

 

 

   ８ 請負契約書及び設計書の写

し（市町村が請け負わせて事

業を実施した場合に限る。） 

  

７ その他知事等が必要と認め

る書類 

  ９ その他局長が必要と認める

書類 

  

 

森林災害等復旧造林事業補助金

請求書 

［略］ ３部（森林災

害復旧造林事

業にあっては

、２部） 

 

 

 

 

森林災害等復旧造林事業補助金

請求書 

［略］ １部 

様式第１号（別表関係） 様式第１号（別表関係） 

 ［略］ 

  岩手県知事        様 

  （     振興局長） 

 ［略］ 

    広域振興局長 様 

 ［略］  ［略］ 

様式第４号（別表関係） 様式第４号（別表関係） 

 ［略］ 

  岩手県知事        様 

 ［略］ 

    広域振興局長 様 

  （     振興局長） 

 ［略］ 

 

 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の森林災害等復旧造林事業補助金交付規則に定める様式は、この規則の施行の日以後に提出する申請書

等について適用し、同日前に提出した申請書等については、なお従前の例による。 
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